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※１ 遺言、任意後見、金銭消費貸借契約、保証意思宣明、土地建物賃貸借、離婚、事実実験など
※２ ①必要な添付書類がすべてオンラインで指定公証人に提供されている場合、②必要な添付書類があらかじめ指定公証人に郵送

されている場合

(出典)法務省のＨＰ、日本公証人連合会のＨＰ等の記述をもとに作成

電磁的記録を対象とする『電子公証制度』が存在するが、
公正証書の作成は、その対象でなく、対面、書面交付、署
名捺印を前提としている。

『公証事務』における対面原則の状況



具体的な要望事項

社会全体のデジタル化が喫緊の課題である中、
経済社会を支える法基盤である公証人制度全体も、
デジタル化に対応する必要がある。

①公正証書の作成についても、電子公証制度を構
築する。(対面原則、書面原則、押印原則の撤廃)

②公証事務の手数料納付の対面原則を撤廃する。

③公証事務の嘱託・請求手続きの完全オンライン化
を行う。
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具体的なニーズ① 土地建物賃貸借契約

不動産関係手続のデジタル完結、不動産テックの推進に
よる不動産市場の流動性拡大という観点から、対面・書
面・押印原則の撤廃は必要不可欠。
※不動産関係手続きは、デジタル完結の方向に向かって着実に進んでいる。
・ＩＴ重要事項説明は賃貸以外に売買でも本年3月30日より本格運用開始
・現在開会中の通常国会で審議中のデジタル改革関連整備法案の中で宅建業法等の一部
改正法案が含まれており、契約書面等の電子化の規定が整備されている。

(出典)公証役場ＨＰの画面より抜粋して作成
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借地借家法で書面を交わすことを定めているもの



具体的なニーズ② 保証意思宣明

【要望内容】第三者の個人保証の際の公証人役場での対面手続の見直し

【理由】
・『公証人による意思確認に当たっては、保証予定者が任意の口授ができるよ
う債権者や主債務者が同席しないことが望ましく、また、基本的な事柄を安
易に資料に基づかずに口授することができるかなどを確認することが必要に
なるが、電話やオンライン会議では同席者の有無や嘱託人が資料を参照して
いるかどうかなどを確認することが困難となり、保証意思確認の趣旨が達成
できないおそれもある。このような観点からも、電話等での対応は相当とは
いえない』と法務省からは回答があった。

・定款認証については、既に、オンライン申請、電子署名、テレビ電話等の利
用が可能であり、利用者は公証役場に出頭せずに遠隔で手続を完了すること
ができる。上記についても可能な方策を検討すべきである。
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(出典)2020年９月30日・日本商工会議所公表 『新型コロナウイルスの影響を踏まえた規制・制度改革に関する要望』より抜粋して作成



(参考)関係条文 民法

（公正証書の作成と保証の効力）
第四百六十五条の六 事業のために負担した貸金等債務を主たる債務とする保証契約又は主たる債務の範囲に事業
のために負担する貸金等債務が含まれる根保証契約は、その契約の締結に先立ち、その締結の日前一箇月以内に作
成された公正証書で保証人になろうとする者が保証債務を履行する意思を表示していなければ、その効力を生じな
い。
２ 前項の公正証書を作成するには、次に掲げる方式に従わなければならない。
一 保証人になろうとする者が、次のイ又はロに掲げる契約の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める事項を
公証人に口授すること。
イ 保証契約（ロに掲げるものを除く。） 主たる債務の債権者及び債務者、主たる債務の元本、主たる債務に関
する利息、違約金、損害賠償その他その債務に従たる全てのものの定めの有無及びその内容並びに主たる債務者が
その債務を履行しないときには、その債務の全額について履行する意思（保証人になろうとする者が主たる債務者
と連帯して債務を負担しようとするものである場合には、債権者が主たる債務者に対して催告をしたかどうか、主
たる債務者がその債務を履行することができるかどうか、又は他に保証人があるかどうかにかかわらず、その全額
について履行する意思）を有していること。
ロ 根保証契約 主たる債務の債権者及び債務者、主たる債務の範囲、根保証契約における極度額、元本確定期日
の定めの有無及びその内容並びに主たる債務者がその債務を履行しないときには、極度額の限度において元本確定
期日又は第四百六十五条の四第一項各号若しくは第二項各号に掲げる事由その他の元本を確定すべき事由が生ずる
時までに生ずべき主たる債務の元本及び主たる債務に関する利息、違約金、損害賠償その他その債務に従たる全て
のものの全額について履行する意思（保証人になろうとする者が主たる債務者と連帯して債務を負担しようとする
ものである場合には、債権者が主たる債務者に対して催告をしたかどうか、主たる債務者がその債務を履行するこ
とができるかどうか、又は他に保証人があるかどうかにかかわらず、その全額について履行する意思）を有してい
ること。
二～四 (略)
３ (略)
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具体的なニーズ③ 遺言

6(出典)ESSEオンラインの2020年5月15日の記事より抜粋



具体的なニーズ③ 遺言

デジタル改革アイデアボックスでの意見
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(参考) 日本公証人連合会会長インタビュー記事①

問．公証人から御覧になって、もっと活用されるべきではないかと思われるものは、ありますでしょうか。

公正証書作成の潜在的ニーズ

答.
各公証人によって、考えるところは違うと思いますが、公正証書に関していえば、例えば、①遺言、②任意後見契
約、③家族の信託契約、④死後事務委任契約、⑤尊厳死宣言等の超高齢化社会で特に求められる行為については、
公正証書作成の依頼を受けることが多くなりました。しかし、高齢者の人口（令和2年9月21日付け朝日新聞の記
事によれば、令和2年9月15日現在3617万人）を考えれば、まだまだ少ないと思います。
（ア）公正証書遺言を例に取りますと、近年は、全国で年間11万件程度です。①公証人による遺言内容や遺言能力
の法律的なチェックにより、有効性が確保されていること、②公証人及び証人による高度な証明力が保持されてい
ること、③厳重な保管により、廃棄や偽造の防止ができること、④迅速な遺言執行が可能であることなど、公正証
書遺言の様々なメリットを考えれば、公正証書遺言は、もっと活用されるべきものと思っています。
（イ）また、任意後見契約や遺言では実現が困難な事業承継、資産運用等を可能にする民事信託契約や、将来、意
思表示が不可能になったときに備えて、治療に関する自己決定権を確保し、親族や医療関係者に対する免責を明確
にする尊厳死宣言、死後の葬儀や公務所への諸届出等の後始末を委任する死後事務委任契約等の公正証書も、活用
の余地はまだまだあると考えています。
（ウ）その他、離婚給付等契約公正証書、様々な金銭債務に関する債務弁済契約公正証書等のように、執行認諾文
言を付し、執行力を付与することによって、裁判手続を経ることなく、迅速に金銭の支払を確保することができる
執行証書は、有効な物的担保を確保できない債権者にとっては、非常に強力かつ有効なものですので、もっと活用
されてしかるべきであると思います。
（エ）さらに、裁判になったときに備えて、証拠保全の意味を有する知的財産権の先使用の証拠保全等の様々な類
型の事実実験公正証書も、将来の法的紛争の発生や裁判を見据えて業務を行っておられる弁護士の皆様方にとって、
活用の余地は大きいと思います。

(出典)第2東京弁護士会発行の『NIBEN Frontier』(2021年3月号)におけるインタビュー記事より抜粋して作成
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(参考) 日本公証人連合会会長インタビュー記事②

コロナ禍におけるニューノーマルによる状況変化

(出典)第2東京弁護士会発行の『NIBEN Frontier』(2021年3月号)におけるインタビュー記事より抜粋して作成

問．コロナ禍で、公証役場の業務に影響はありましたでしょうか。現在、公証業務において、以前と変化した
ことはありますでしょうか。

答．
この新型コロナ感染症の影響については、調査したわけではありませんが、経験から推測して、次のような影響が
あったものと思われます。

遺言等を始めとする公正証書の作成等の公証業務の一時的減少

高齢者の外出の回避、老人ホーム等の高齢者入所施設の面会禁止、企業の営業活動の縮小、輸出入業務の縮小や中
断等、公証役場側の勤務態勢の縮小等により、一時的に、遺言、任意後見、債務弁済等を始めとする公正証書の作
成業務が減少し、また、定款認証、委任状等の私署証書の認証等の業務も減少しました。

新型コロナウイルス感染症を契機とした公正証書の作成需要の発生

数値的には不明ですが、ある程度、新型コロナウイルス感染症の増加が停滞した時期には、逆に、コロナ禍の経験
を契機として、例えば、「持病があるから、コロナに感染して重症化しないうちに、早めに遺言を作成しておきた
い」、「コロナで、身内に面会もできなくなったら嫌だから、元気な今のうちに遺言を作成しておきたい」といっ
た動機に基づく遺言公正証書の作成依頼が次第に目立つようになりました。また、コロナ禍で夫婦間の衝突が増え
たせいか否かは不明ですが、離婚給付等契約公正証書の作成依頼も、従前より増えてきたような気がします。また、
景気が悪化したため、債務弁済契約等の執行証書の作成や執行文付与等の依頼も、従前にも増して多くなってきた
ような印象を受けます。
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(参考)電子公証サービスの隆盛

10(出典)2021年3月26日 TechCrunchの記事より抜粋



Appendix
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関係条文(公証人法)

第一条 公証人ハ当事者其ノ他ノ関係人ノ嘱託ニ因リ左ノ事務ヲ行フ権限ヲ有ス
一 法律行為其ノ他私権ニ関スル事実ニ付公正証書ヲ作成スルコト
二 私署証書ニ認証ヲ与フルコト
三 会社法（平成十七年法律第八十六号）第三十条第一項及其ノ準用規定並一般社団法人
及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第十三条及第百五十五条ノ
規定ニ依リ定款ニ認証ヲ与フルコト
四 電磁的記録（電子的方式、磁気的方式其ノ他人ノ知覚ヲ以テ認識スルコト能ハザル方
式（以下電磁的方式ト称ス）ニ依リ作ラルル記録ニシテ電子計算機ニ依ル情報処理ノ用ニ
供セラルルモノヲ謂フ以下之ニ同ジ）ニ認証ヲ与フルコト但シ公務員ガ職務上作成シタル
電磁的記録以外ノモノニ与フル場合ニ限ル

第二条 公証人ノ作成シタル文書又ハ電磁的記録ハ本法及他ノ法律ノ定ムル要件ヲ具備ス
ルニ非サレハ公正ノ効力ヲ有セス

第七条ノ二 本法及他ノ法令ニ依リ公証人ガ行フコトトセラレタル電磁的記録ニ関スル事
務ハ法務大臣ノ指定シタル公証人（以下指定公証人ト称ス）之ヲ取扱フ
② 前項ノ指定ハ告示シテ之ヲ為ス
③、④ (略)
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関係条文(公証人法)
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第二十八条 公証人証書ヲ作成スルニハ嘱託人ノ氏名ヲ知リ且之ト面識アルコトヲ要ス
② 公証人嘱託人ノ氏名ヲ知ラス又ハ之ト面識ナキトキハ官公署ノ作成シタル印鑑証明書
ノ提出其ノ他之ニ準スヘキ確実ナル方法ニ依リ其ノ人違ナキコトヲ証明セシムルコトヲ要
ス
③、④ (略)

第三十九条 公証人ハ其ノ作成シタル証書ヲ列席者ニ読聞カセ又ハ閲覧セシメ嘱託人又ハ
其ノ代理人ノ承認ヲ得且其ノ旨ヲ証書ニ記載スルコトヲ要ス
② 通事ヲ立会ハシメタル場合ニ於テハ前項ノ外通事ヲシテ証書ノ趣旨ヲ通訳セシメ且其
ノ旨ヲ証書ニ記載スルコトヲ要ス
③ 前二項ノ記載ヲ為シタルトキハ公証人及列席者各自証書ニ署名捺印スルコトヲ要ス
④ 列席者ニシテ署名スルコト能ハサル者アルトキハ其ノ旨ヲ証書ニ記載シ公証人之ニ捺
印スルコトヲ要ス
⑤ 証書数葉ニ渉ルトキハ公証人ハ毎葉ノ綴目ニ契印ヲ為スコトヲ要ス



関係条文(公証人法)
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第五十八条 公証人私署証書ニ認証ヲ与フルニハ当事者其ノ面前ニ於テ証書ニ署名若ハ捺
印シタルトキ又ハ証書ノ署名若ハ捺印ヲ自認シタルトキ其ノ旨ヲ記載シテ之ヲ為スコトヲ
要ス
② 私署証書ノ謄本ニ認証ヲ与フルニハ証書ト対照シ其ノ符合スルコトヲ認メタルトキ其
ノ旨ヲ記載シテ之ヲ為スコトヲ要ス
③ 私署証書ニ文字ノ挿入、削除、改竄、欄外ノ記載其ノ他ノ訂正アルトキ又ハ破損若ハ
外見上著ク疑フヘキ点アルトキハ其ノ状況ヲ認証文ニ記載スルコトヲ要ス

第五十八条ノ二 公証人私署証書ニ認証ヲ与フル場合ニ於テ当事者其ノ面前ニ於テ証書ノ
記載ノ真実ナルコトヲ宣誓シタル上証書ニ署名若ハ捺印シ又ハ証書ノ署名若ハ捺印ヲ自認
シタルトキハ其ノ旨ヲ記載シテ之ヲ為スコトヲ要ス
②~④ (略)

第六十二条ノ三 前条ノ定款（其ノ定款ガ電磁的記録ヲ以テ作ラレタル場合ニ於ケル其ノ
電磁的記録ヲ除ク以下之ニ同ジ）ノ認証ノ嘱託ハ定款二通ヲ提出シテ之ヲ為スコトヲ要ス
② 公証人前項ノ定款ノ認証ヲ与フルニハ嘱託人ヲシテ其ノ面前ニ於テ定款各通ニ付其ノ
署名又ハ記名捺印ヲ自認セシメ其ノ旨ヲ之ニ記載スルコトヲ要ス
③、④ (略)



関係条文(公証人法)
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第六十二条ノ六 指定公証人電磁的記録ニ認証ヲ与フルニハ法務省令ノ定ムルトコロニ依リ当事者其ノ面前ニ於テ嘱託ニ係ル電磁的記録
ニ記録セラレタル情報ニ付左ノ行為（第六十二条ノ二ノ定款ガ電磁的記録ヲ以テ作ラレタル場合ニ於ケル其ノ電磁的記録ニ記録セラレタ
ル情報ニ付テハ第二号ノ行為ニ限ル）ヲ為シタルトキ其ノ旨ヲ内容トスル情報ヲ電磁的記録ニ記録セラレタル情報ニ電磁的方式ニ依リ付
シテ之ヲ為スコトヲ要ス
一 嘱託ニ係ル電磁的記録ニ記録セラレタル情報ガ其ノ者ノ作成ニ係ルモノナルコトヲ示ス措置ニシテ当該情報ガ他ノ情報ニ改変セラレ
タルヤ否ヤヲ確認シ得ル等作成者ヲ確実ニ示スコトヲ得ルモノトシテ法務省令ニ定ムルモノヲ為シタルトキ
二 前号ニ規定スル措置ヲ為シタルコトヲ自認シタルトキ
② 指定公証人電磁的記録ニ認証ヲ与フル場合ニ於テ当事者其ノ面前ニ於テ嘱託ニ係ル電磁的記録ノ内容ノ真実ナルコトヲ宣誓シタル上
前項各号ノ行為ヲ為シタルトキハ其ノ旨ヲ内容トスル情報ヲ電磁的記録ニ記録セラレタル情報ニ電磁的方式ニ依リ付シテ之ヲ為スコトヲ
要ス此場合ニ於テハ第五十八条ノ二第三項ノ規定ヲ準用ス
③~⑤ (略)

第六十二条ノ七 指定公証人ハ法務省令ノ定ムルトコロニ依リ前条第一項又ハ第二項ノ規定ニ依リ認証ヲ受ケタル電磁的記録ニ記録セラ
レタル情報ノ同一性ヲ確認スルニ足ル情報ヲ保存ス
② 嘱託人ハ前条第一項又ハ第二項ノ規定ニ依リ認証ヲ受ケタル電磁的記録ニ記録セラレタル情報ト同一ノ情報ヲ記録シタル電磁的記録
ノ保存ヲ請求スルコトヲ得
③ 嘱託人、其ノ承継人又ハ電磁的記録ノ趣旨ニ付法律上利害ノ関係ヲ有スルコトヲ証明シタル者ハ左ノ証明又ハ情報ノ提供ヲ請求スル
コトヲ得
一 自己ノ保有スル電磁的記録ニ記録セラレタル情報ト第一項ニ規定スル電磁的記録ニ記録セラレタル情報トガ同一ナルコトニ関スル証
明
二 第二項ノ規定ニ依リ保存セラレタル電磁的記録ニ記録セラレタル情報ト同一ノ情報ノ提供
④、⑤ (略)

第六十二条ノ八 指定公証人前二条ノ規定ニ依リ認証ヲ与ヘ又ハ電磁的方式ニ依ル証明若ハ情報ノ提供ヲ行フ場合ニ於テハ認証ヲ与フル
電磁的記録ニ記録セラレタル情報及第六十二条ノ六ノ規定ニ依リ之ニ付セラレタル情報又ハ当該証明ヲ内容トスル情報若ハ提供スル情報
ニ左ノ措置ヲ為スコトヲ要ス
一 電磁的記録ニ記録セラレタル情報ガ其ノ指定公証人ノ作成ニ係ルモノナルコトヲ示ス措置ニシテ当該情報ガ他ノ情報ニ改変セラレタ
ルヤ否ヤヲ確認シ得ル等作成者ヲ確実ニ示スコトヲ得ルモノトシテ法務省令ニ定ムルモノヲ為スコト
二 指定公証人ガ前号ニ規定スル措置ヲ為シタルモノナルコトヲ確認スル為必要ナル事項ヲ証明スル情報ヲ電磁的方式ニ依リ付スルコト
②、③ (略)




